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（１）各章の概要
本論文は、任用制度上「例外」であるはずの非正

規教員が拡大する中で、それを正当化する論理が積
み重ねられていく過程の解明を目指すものである。
周知の通り、公立学校に勤務する教員を含めた地方
公務員は、「無期」任用が原則となっている。この
ことから、任期の定めのある「有期」での任用はこ
れまで「例外」として理解されてきたし、今もなお

「例外」として理解すべきである。それにも関わらず、
非正規教員の任用が拡大の一途を辿っていることに
鑑みると、その任用にかかる各主体の様々な「期待」
が見え隠れする。本論文は、非正規教員の任用拡大
という事態を正面から受け止め、なぜ非正規教員が

「期待」されてきたのかを批判的に問うものである。
序章では非正規教員を取り巻く今日的状況を把握

した上で、先行研究の検討を行った。そこから「教
育（行政）学の『教員』に対する視野の狭さ」と「非
正規教員研究における理論枠組みの不在」という先
行研究の限界点を示し、身分保障及び専門性の２つ
の視点を分析枠組みに据える意義を論じながら、非
正規教員の拡大過程における制度・政策的特質を明
らかにする必要性を指摘した。

第一章では、本来「例外」であるがゆえに、非正

公立小・中学校における非正規教員の任用制度に関する研究
―教員の身分保障と専門性を手掛かりに―
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規教員の任用制度それ自体が極めて曖昧なまま今日
まで運用されてきたことに課題意識を置き、任用法
制、任用実態、外的要因の３つの観点から非正規教
員問題の布置構造を示した。任用法制について、「明
文化された制度」と「明文化されていない制度」、「非
正規であることを正当化する制度」の３つの視点か
らその多様性と問題性を論じた。有期任用それ自体
が「例外」であるためその任用法制の整備も十分で
はなく、様々な解釈のもと各自治体が運用してきた
可能性を指摘した。次に非正規教員の任用実態がど
のような傾向にあるのか各種統計調査を手掛かりに
明らかにした。具体的には、文部科学省による「学
校基本調査」、総務省による「地方公務員の臨時・
非常勤職員に関する実態調査」、各都道府県教育委
員会が文部科学省に報告している「公立小・中学校
教職員実数調」（以下、実数調）から全国的な任用
傾向を把握した。その際、非正規教員の任用実態把
握の困難性について「非正規教員の定義の曖昧性」、

「非正規教員の『職位』と『任用形態』の非対称性」
の２つの視点から考察した。

第二章では、80-90年代において非正規教員の任
用がどのように語られ、その結果、制度としていか
に位置づけられるようになったのか明らかにするこ
とを通じて、非正規教員の任用は何を「期待」され
てきたのかという問いへの回答を目指した。非正規
教員の任用増加は新自由主義的な教育改革によるも
のとして理解されてきたが、80-90年代の制度・政
策動向における非正規教員の任用に対する眼差しを
紐解くと、そこには３つの「期待」を補完していく
過程を確認することができた。端的にまとめれば、
非正規教員の任用は「専門性の補完」や「欠員の補
完」の拡充、「多様性の補完」の３つの補完機能が
複線化する中で、これまでの「例外」が拡大していっ
たことを示した。ここで何より指摘すべき点は非正
規教員を任用するのにも関わらず、その補完機能へ
のポジティブな期待が語られるに終始しており、彼
らの身分や待遇の問題に焦点が十分に当てられてこ
なかったことである。例えば、特別非常勤講師とし
て想定される社会人が有するだろう「教師とは異な
る専門性」が正当化される中で、「非正規」という
任用形態（＝身分の不安定性）が結果として受け入
れられることとなった。

第三章では、2001年に改正された「公立義務教
育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する

法律」（以下、義務標準法）において、いかにして「非
常勤講師」の教職員定数活用が導入されたのか「教
職員配置の在り方等に関する調査研究協力者会議」

（以下、協力者会議）議事録、国会議事録等を踏ま
え明らかにした。当時の議論において非常勤講師を
活用することに対する懸念は、①正規教員の採用逼
迫の可能性、②任用制度の正当性の担保、③若手教
員の不足、④不安的な身分・処遇（待遇）等が確か
に取り上げられていた。しかし、非常勤講師が学校
組織に参入することで組織の多様性は高まり結果と
して教育の質保証につながること、また再任用教員
は熟達者であるから専門性は十分であり教育の質は
保たれるとする「専門性観」や、非常勤講師の処遇
は都道府県の定めによって適切に処理するため待遇
等は問題ないとする「身分保障観」によって、非常
勤講師の定数活用に対する懸念事項は退けられたと
言える。とりわけ「多様性」というある種のマジッ
クワードが人的条件を整備することの根幹部分であ
る持続可能な人材育成という視点を欠落させ、近視
眼的な政策の推進を促した。

第四章では、「総額裁量制」導入をめぐって非正
規教員の存在がどのように位置づけられたのか議事
録や総額算出に関する資料の分析を通じて明らかに
した。本章が対象とした資料は、主として中央教育
審議会初等中等教育分科会教育行財政部会に設置さ
れた「教育条件整備に関する作業部会」（以下、作
業部会）の議事録である。また、必要に応じて第
159回国会文部科学委員会の議事録も用いた。総額
算出に関する資料は各都道府県・政令市が文部科学
省に提出している「現員現給等調書」を用いた。従
来の教員人事システムの方向性は、適切な「正規」
教員の配置のために教員養成―採用―研修という長
期的・計画的な視点に立ち、教員の資質能力を向上
させ、教育水準の維持向上に貢献するという考え方
であったはずだが、総額裁量制導入の議論ではこの
ような長期的・計画的な視点ではなく、非常勤講師
等の「多様」な教職員による「多様」な教育実践（少
人数学級やティームティーチング）によって教育水
準の維持向上を図ろうとする論理が立ち上がった。
教員の多様性を確保することが非正規教員（総額裁
量制においては主として非常勤講師や再任用教員）
の任用を正当化する概念として機能したと言えるだ
ろう。しかしながら、身分も保障されず専門性向上
の機会にも恵まれない教員は、当然だが教育水準の
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維持向上に資する主体にはなり得ない。その意味に
おいて、各自治体の判断で非正規教員を拡大させる
余地を与えた当該制度が成立したことによって、教
員の身分保障と専門性が大きく後退したと言える。

第五章では、教員の身分保障や専門性を切り崩し
てきたこれまでの一連の制度改正の帰結としての教
員「不足」に着目した。教員「不足」の社会的・制
度的な要因を俯瞰して捉えたのちに、非正規教員の

「不足」がいかなる事態を生じさせたのか、非正規
教員（助教諭を含む）の任用傾向の把握を通じて、
その事態の特質を明らかにした。その際、具体的な
事例として福岡県を取り上げた。福岡県内の小学
校・中学校ともに非正規教員の換算数及び増加率は
高まっている。その内訳として近年、再任用フルタ
イム教員が台頭しつつあるものの、臨時的任用教員
の任用がその多くを占めている。また、臨時免許状
を授与された助教諭が臨時的任用教員として配置さ
れている実態が明らかになった。本章において特筆
すべき「助教諭」は「職位」であるものの、その任
用形態は臨時的任用が主であり有期雇用である点か
ら非正規教員として位置づく。助教諭は臨時的任用
や非常勤講師の不足を解消する手段の一つとなって
おり、各学校の定数欠を防ぐものとして一定程度機
能しうるが、助教諭に依存する／せざるを得ない今
日の任用状況は教職の専門性を支えてきた原理とし
ての免許制度の崩壊を示唆する。以上から、非正規
教員の任用傾向において、非正規教員増加による身
分保障問題にとどまらず、その任用が臨時免許状へ
の依存に伴い、専門性の理念の崩壊が生じているこ
とにその特質を指摘することができる。

（２）本論の成果
終章では、非正規教員の拡大を可能にしたものに

ついて考察した。端的に指摘すれば、それは「多様
性」概念への誤謬である。本論文は、非正規教員の
拡大状況を新自由主義的な教育政策に求めることは
いささか単純な理解であることから、教員の身分保
障と専門性という二軸から制度・政策動向の検討及
び事例分析をしてきた。非正規教員の拡大はこの２
つの軸（身分保障と専門性）が「多様性」概念によっ
てまさに多様に解釈されたことによる。具体的には、
一連の制度改正の中で、「学習指導要領の改訂」を
一つの根拠として教員とは異なる専門性を有する者
＝社会人の活用等を図ったり、また、「新しい教育

方法（ティームティーチングや少人数学級等）」の実
現のために身分が不安定な非常勤講師の配置が積極
的に検討されていた。学習指導要領の改訂に基づく
多様な教育実践や新しい教育方法それ自体が教育の
質を保証できるかのように語られる中で、「多様性」
の確保が目的化されていた。すなわち、非正規教員
の任用を正当化する過程ではあたかも「多様性」が
教育の質を保証するかのように語られていた上、そ
の「多様性」とは非正規教員の任用そのものであった。

このような非正規教員の拡大過程のメカニズムは、
教員の身分保障と専門性という二軸で捉えることで
初めて明らかにできるものである。教員の専門性と
いう軸だけでは正規教員を前提視するため、非正規
教員の存在を等閑視してしまう。その一方で、教員
の身分保障という軸だけでは非正規教員問題がすで
に存在しているものとして捉えるため、非正規教員
の「正規化」や「待遇改善論」が主要論点となりや
すい。つまり、どちらか一方の軸だけでは非正規教
員の拡大は新自由主義的な教育政策によるもの等、
単純な図式に基づく理解に留まってしまう。非正規
教員の拡大は単純ではなく、学習指導要領の改訂や
新しい教育方法（ティームティーチングや少人数学
級等）等に対応するための身分保障・専門性はどう
あるべきかが語られる中で「非正規教員の任用」と
いう許容解が見出されたことで生じたと言える。

先の考察を踏まえ、教職の専門職性研究との接続
可能性について論じた。身分保障と専門性を手掛か
りにした本論文は教職の専門職性研究に寄与するも
のである。本論文では専門性、身分保障研究の両方
の視点から非正規教員の任用制度を分析することで、
非正規教員問題を「例外」や「必要悪」という結論
に帰着させることを避けながら、教師の身分保障や
専門性に対する語られ方を捉えることを試みた。「多
様性」を鍵概念にすることで非正規教員の任用が正
当化されてきたが、その帰結としての助教諭（臨時
免許状）への依存は、教員の専門性を制度的・理念
的に否定するだけでなく、身分保障の論理すら退け
る問題性を有していた。これらの一連の成果は「教
員」に対する視野の狭さという課題を抱えた教育行
政学への一つの貢献であるだけでなく、教職の専門
職性の再検討を促すものである。任用制度上「例外」
であるはずの非正規教員の任用拡大という事態のみ
ならず、特別非常勤講師制度や臨時免許状制度と
いった「無資格」の者を教師として迎え入れる仕組
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みが今日まで堅持されてきたことをどのように理解
すればよいだろうか。「教員は教員であるがゆえに
身分が保障されるべき」（高橋2006：p.22）ことは
当然だが、正規／非正規といった任用形態や相当免
許状主義の在り方をどう問い直すかによって、専門
性を向上させるための方策も変わってくるだろう。
非正規教員を教育実践や教育方法の「多様性」に従
属的に合わせるのではなく、教職の果たすべき役割
を内在的に検討することを通じて教職の専門職性を

（再）構築し、公教育の在り方を検討しなければな
らない。

（３）本論の課題
非正規教員の任用の在り方をめぐっては、次の２

つの方向性が考えられる。①非正規教員は「例外」
であるとして今日の拡大状況を断じて許容しないよ
うな論理を構築していこうとするものと、②教職固
有の専門性（専門的な力量）に閉じた狭い議論では
なく、「開かれた専門性」というように多様な参入
ルートと任用形態を確保することで新しい教職の専
門職性を見出すものの２つである。今後の非正規教
員の任用の在り方を検討していくために、主として
歴史的なアプローチと実証的なアプローチが求めら
れるだろう。非正規教員の任用が拡大していく過程
において、教員の身分保障や専門性概念はその時々
で様々な解釈が付されてきたことからも分かる通り、
社会的背景によって身分保障や専門性の在り方は大
きく揺らぐと言える。これからの教職の専門職性を
検討していくにあたり、これまでの教員史における
非正規教員の制度・政策的な位置づけを紐解いてい
く作業は欠かせない。教育史においても教員＝正規
とする認識が看取されるだけでなく、教員史自体の
蓄積も十分とは言えない。非正規教員の側から教員
史を捉えることは、身分保障や専門性概念を問い直
し、教職の専門職性研究の一助となると思われる。

また、非正規教員の任用実態に関する実証研究も
今後の課題となる。非正規教員を含めた教員の任用
は自治体の諸事情（人口規模、教職員年齢構成、外
国人児童生徒数など）に大きく影響を受ける。本論
文は、国や文科省といった中央における議論（経済
界の提言や中教審議事録など含む）を中心に分析し
てきたが、それを地方自治体（都道府県・市町村）
がどのように受け取り非正規教員の任用を選択する
のか分析することはできなかった。非正規教員の任

用を選択する理由は様々であり、少人数学級など教
育ニーズだけでなく正規教員の年齢構成や今後見込
まれる子どもの数、教職員組合や市民団体等による
要求、財政事情まで幅広く、複合的であり、多くの
葛藤を抱えていると推察される。さらに、中・高等
学校においては臨時免許状の発行ではなく、免許外
教科担任制度の運用で対応している自治体が確認さ
れており、そのポストに非正規教員が配置されてい
る可能性も考えられる。免許制度にとどまらない専
門性概念を総合的に捉えた上で、各都道府県におけ
る非正規教員の任用傾向の差異を分析することも教
職の役割を問う専門職性研究として今後の課題に
なる。
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